
１．はじめに 
短期間で建設された地方都市の郊外住宅団地は、供

用開始後に新規入居者が一斉に転入するため、入居世

帯の年齢層が偏在する。そのため、建設から長期間が

経過した郊外住宅団地では、近年、高齢化が急激に進

み、地域活力の低下や交通弱者の増加などが顕著とな

り、住宅団地の持続可能性向上が求められている。そ

の一方で、多くの自治体では都市のコンパクト化が重

要な課題となっており立地適正化計画の策定が進めら

れる中、将来的な都市構造全体における郊外住宅団地

の位置づけが問われる状況にある。 
郊外住宅団地の持続性に関する既往研究は数多く存

在する。その中でも、勝又 1）は郊外衰退住宅地の持続

性に関して提言を行い、都市周辺部の住宅地の持続性

に必要な要素を整理している。佐藤 2）は郊外の大規模

ニュータウンの住宅供給や住み替え状況から、持続可

能な住宅地に向けた課題を抽出し、菊地ら 3）は福井市

郊外の住宅団地における居住者の居住継続要因や居住 

不安等を把握し、地方都市の郊外住宅団地の課題をめ

ぐり、将来的な住宅・宅地ストックの空洞化・残余化

を予測した。さらに小林らの研究 4)は、人口構成の変

化から住宅団地の持続性を検討し、今後維持・更新す

べき団地と、持続が難しい団地とを判別している。そ

してその中で比較的規模の大きな郊外公営住宅団地で

は若者居住者の転入を呼び込んでいる可能性があるこ

とを指摘している。 
こうした既往研究のほとんどは実態把握と定性的対

策の提示に主眼を置いているが、具体的対策を考える

上では定量的な目標設定が必要であると考える。 
そこで、本研究では小林らの研究 4）を発展させ、維

持・更新すべきと考えられる団地がもつ利点や課題と

いった実態を明らかにし、都市縮小時代における地域

の核として持続するための人口動態を定量的に求める

ことを目的とする。 
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現現在在

①①基基本本推推計計

②②近近居居ををすするる世世帯帯がが

現現在在とと同同じじ比比率率でで

残残るる場場合合

③③現現在在かからら22004455年年まま

ででのの2266年年間間、、11年年ああたた

りり  ((XX22001199＋＋YY22001199))//2266   

にに対対しし、、世世帯帯のの種種類類

にに関関係係ななくく転転入入をを促促

ししたた場場合合

④④tt++55年年後後ままででにに

「「XXtt++YYtt」」のの半半数数にに世世

帯帯のの種種類類にに関関係係ななくく

転転入入をを促促ししたた場場合合

⑤⑤tt＋＋55年年後後ままででにに

「「XXtt」」のの全全戸戸にに対対しし、、

世世帯帯のの種種類類にに関関係係なな

くく転転入入をを促促ししたた場場合合

⑥⑥tt＋＋55年年後後ままででにに

「「YYtt」」のの全全戸戸にに対対しし、、

世世帯帯のの種種類類にに関関係係なな

くく転転入入をを促促ししたた場場合合

⑥⑥－－11 ⑥⑥のの流流入入世世帯帯

をを高高齢齢者者世世帯帯にに

限限定定ししたた場場合合

⑥⑥－－22 ⑥⑥のの流流入入世世帯帯

をを子子育育てて世世帯帯にに

限限定定ししたた場場合合

※ｔ年に存在する空き家数を Xt、

空き室数を Ytとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．研究方法 

２－１．調査対象地 

調査対象地は福井県福井市の A 団地である。同団地

は 1971 年に建設着工された福井市最大規模の郊外住

宅団地注 1である(図 1)。福井市南西部の緩やかな丘陵

地に位置する飛び地状の市街化区域で、周辺は田畑と

造成前から存在する集落に囲まれている。公共交通は

JR福井駅まで所要時間約40分のバスが1日26便あり、

最寄りのショッピングセンターまでは約 2㎞である。 

2019年 12月時点で A団地の人口は 2,091人、796世

帯が居住しており、そのうち 65歳以上の高齢者人口は

774人(37%)である注 2。筆者が同月に行った目視調査の

結果、図 2 に示すように一戸建て住宅の空き家(以下、

空き家)が 52戸、空き区画が 16箇所、青空駐車場とな

っている区画が 13箇所点在している。また、A団地内

の県営住宅は鉄筋コンクリート造 5階建てが 7棟あり、

2018年時点で全 202戸のうち空き室(以下、空き室)が

89戸となっている注 3。 

この A 団地は、小林らの研究 4)において人口構成バ

ランスから見た場合に団地の持続性が比較的高いと認

められており、今後、都市構造の集約化を図る中で活

用が期待される団地である。 

２－２．調査方法 

まず 2019 年 11、12 月に、A 団地内の公民館長を含

む住民 4 名に予備調査としてヒアリングを行い、町内

会などの地域組織や、高齢者・子育て支援の実施状況

等について現状を把握した。その後、2019年 12月に、

目視調査で判定した空き家・空き室を除く全 750 戸を

対象にアンケートを行い、居住実態を調査した。アン

ケートの回答数は 250戸(回収率 33％)であった注 4。な 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

お、このうち県営住宅居住者に対しては、113 戸に配

布し、回答数は 25戸であった。 

次に、2045年までの人口・世帯数の動態を、図 3に

示す 8 通りのシナリオのもとで推計した。まず、平成

27年度国勢調査小地域集計の年齢別人口をもとに、国

土交通省国土技術政策総合研究所による将来人口・世

帯予測ツール V2５）を用いて町丁目別の将来人口・世帯

推計を行い、この結果を①基本推計とする。 

さらに、実態調査の結果を参照し、②～⑥-2に示す

7 つの仮定を設定し、計 8 通りの推計シナリオに沿っ

て将来人口推計を行った。なお、各シナリオの詳細は

4章で述べる。 

そして、これらの結果を比較し、A 団地の世帯数と

人口構成を維持するためにはどの程度の世帯流動が必

要かを検討した。 

図 1 A団地の立地 

図 2 A団地における空き家等分布図 

図 3 2045年までの世帯流動の仮定シナリオ構造 
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図 4 A団地の年代別人口 

A団地内 5.5% 3.8% 2.5% 3.4% 15.2%

旧清水町内 1.3% 1.3% 5.1% 0.8% 8.4%

旧越廼村 0.4% 0.4%

福井市のその他地域 13.1% 19.4% 9.7% 10.1% 8.0% 1.3% 61.6%

越前町 0.8% 0.4% 0.4% 1.7%

鯖江市 0.4% 0.4% 0.8%

越前市 0.8% 0.4% 0.4% 0.4% 2.1%

坂井市 0.4% 0.4% 0.8%

その他(県内) 1.3% 0.8% 0.4% 2.5%

その他(県外) 1.7% 2.5% 0.4% 0.8% 0.8% 6.3%

総計 24.9% 28.3% 14.8% 19.4% 10.5% 2.1% 100.0%

A団地内 13 9 6 8 36

旧清水町内 3 3 12 2 20

旧越廼村 1 1

福井市のその他地域 31 46 23 24 19 3 146

越前町 2 1 1 4

鯖江市 1 1 2

越前市 2 1 1 1 5

坂井市 1 1 2

その他(県内) 3 2 1 6

その他(県外) 4 6 1 2 2 15

総計 59 67 35 46 25 5 237

総計
従前の居住地域

従前の住宅所有形態

持ち家
民営の
借家

公営の
借家

親の家
(実家)

社宅、公務
員住宅など

その他

図 5 入居の時期別近居・同居の有無 
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３．団地の居住実態 

３－１．居住者の年齢構成  

A 団地居住者の年齢構成は、2019 年時点で図 4 のよ

うになっている。最も多いのは 70歳代で、高齢化が進

んでいる注 5。また今回のアンケート回答者の年齢分布

と比べてみると、回答者のほうが 60 歳代、70 歳代の

割合がやや高いものの、概ね各年代から回答を得られ

たものと言える。 

３－２．転入元  

事前のヒアリングによると、A 団地では造成時に土

地を提供した周辺住民は区画を安く購入でき、その子

世帯が入居するケースが多かったという。表 1 に示す

アンケートの結果からは、旧清水町内・親の家（実家）

から A 団地へ入居した世帯が全体の約 5％いることが

分かる注 6。しかし、従前の居住地域は福井市のその他

地域が約 6 割を占め、A 団地周辺とはゆかりのない場

所から転入した世帯が多い。 

また、従前の住宅が持ち家以外の所有形態の世帯は

全体の約 75％である。A団地の持ち家率は約 85％注 7で

あることを考慮すると、一戸建て持ち家の一次取得の

ために入居した世帯が多いと考えられる。 

３－３．近居・同居 

アンケートの結果から見た世帯の入居時期と近居･

同居の関係を図 5 に示す。なお、本研究でいう近居と

は、A 団地内で親世帯と子世帯が異なる住宅で居住し

ている状態を指す。供用開始当初は全体の 25％が近居

または同居を行っていた一方で、造成後約 30年が経過

した 2000 年以降に入居した世帯は半数以上が近居ま

たは二世帯以上で同居をしている。 
また、その内訳は、親世帯が住んでいると答えた世

帯、つまり子世帯が最も多く、続いて同居をしている

世帯が多い。これは、近年 A 団地内において近居や同

居によって新しく若い世帯の流入が生じていることを

示している。 

３－４．住み替え意向 

アンケート結果より住み替えの意向を見ると、全体

で現在の住宅に住み続けたい世帯は 69％、住み替えた

い世帯が 20％、特に希望はない世帯が 11％であった。 

住宅の所有形態とのクロス集計を行うと、持ち家居

住者のうち、住み替えを希望する世帯は 16％であった

のに対し、県営住宅居住者で住み替えを希望する世帯

は 67％に上った。 

図 6に住宅の所有関係別にみた住み続けたい理由を 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

示す。持ち家居住者が住宅や地域に対して愛着や満足

感を抱き、住み続けを希望しているのに対し、県営住

宅居住者は経済的な理由や親子世帯の近くに住みたい

という理由の比率が大きい。 

一方で、図 7に示すように住み替えたい理由は持ち

家、県営住宅居住者共に地域の利便性や高齢化の進展

に不安を抱いているためである。さらに、県営住宅居

住者は現在の住宅に満足していない割合も高い。 

表１ 従前の居住地域・住宅の所有形態別転入割合 
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図 8 世帯の流動シナリオ別将来世帯数の推移 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑥-1 ⑥-2 福井市
2019年(世帯) 796 796 796 796 796 796 796 796 104,477
2025年(世帯) 760 769 796 837 793 797 797 797 97,328
2030年(世帯) 705 705 769 836 770 773 772 773 97,979
2035年(世帯) 640 640 729 820 743 735 733 739 97,940
2040年(世帯) 543 554 654 771 690 662 658 672 97,352
2045年(世帯) 458 485 591 747 679 599 593 617 94,775

2019年 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%
2025年 95% 97% 100% 105% 100% 100% 100% 100% 93%
2030年 89% 89% 97% 105% 97% 97% 97% 97% 94%
2035年 80% 80% 92% 103% 93% 92% 92% 93% 94%
2040年 68% 70% 82% 97% 87% 83% 83% 84% 93%
2045年 58% 61% 74% 94% 85% 75% 75% 78% 91%

表 2 世帯の流動シナリオ別将来世帯数の推移 

図 6 住宅の所有関係別住み続けたい理由 

図 7 住宅の所有関係別住み替えたい理由 
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商売や勤務の都合で転居できないから 親または子世帯の近くに住みたいから
周辺環境が便利になる予定があるから 世帯人数が減り、家が広くなる予定があるから
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以上のことから、持ち家を求め A団地に入居した世

帯は全体的に住み続けたいという意向が強いが、一部

で高齢化するにつれて地域や住宅の利便性に対する不

安が出ていることが分かる。 

また、県営住宅居住者は高齢者や一人親世帯が多い

が、高齢化に対応できておらず利便性も良くないため、

住み替え意向が強い。 

 

４．世帯流動推計 

図 3 に示した世帯の流動シナリオ別将来世帯数の推

移と福井市全体の世帯数の推移を図 8及び表 2に示す。 

シナリオ①基本推計では、2045年までに世帯数が現

在の 6割弱まで減少する。福井市全体の世帯数は 2045

年時点で現在の 91％にまで減少すると見込まれるため、

この値と各シナリオに沿った推計結果を比較すること

で、シナリオごとに世帯数をどの程度維持できるかを

判別する。 

シナリオ②は、実態調査により A 団地は近居や同居

によって一定の新たな世帯を獲得していることが明ら

かになったことから、近居による子世帯の世帯増を見

込んだシナリオである。アンケートの結果から現在の

年齢別親世帯主と子世帯主の割合を出し、①の推計結

果による年代別人口にそれぞれの割合をかけ、親世帯

数と子世帯数を算出し、その差を世帯増加数とした。

計算の結果、高齢者の割合は高まるものの人数が減る

ため、親世帯数が少なくなり大幅な世帯増にはつなが

らなかった。 

シナリオ③以降は、A 団地内の空き家・空き室に新

たな世帯流入を促した場合を想定したものである注 8。

シナリオ③は、2019 年 12 月時点で存在する空き家

（X2019）・空き室（Y2019）に対して、2045 年までの 26

年間、1年あたり（X2019+Y2019）/26戸の割合で世帯の流

入が生じると仮定した。計算の結果、2025年までは現

在の世帯数を維持するが、徐々に世帯増加数よりも世

帯減少数の方が大きくなり、2045年には現在の世帯数

の 74％まで減少する。 

シナリオ④以降は、2045年までに新たに発生する空

き家・空き室を考慮した。世帯減少数が空き家・空き

室増加数に等しいと仮定し、その世帯減少数はシナリ

オ①の基本推計で用いた将来人口・世帯予測ツール V2

により算出した。 

シナリオ③をもとに、5 年間で空き家・空き室数の

それぞれ半分に世帯流入が生じると仮定したのがシナ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

リオ④である。つまり、ｔ年からｔ＋5年までの 5年 

間に（Xt+Yt）/2 に世帯の流入が生じると仮定した場

合、2035年までは現在よりも世帯数は増加し、その後

減少に転じるが、2045年時点で 94％に維持できている。 

さらに、シナリオ⑤と⑥は、それぞれ空き家（Xt）

あるいは空き室（Yt）の全戸に対し世帯流入が生じる
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図 11 シナリオ⑥－2の年代別人口推計 
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と仮定したものであるが、2045 年にはそれぞれ 85％、

75％まで世帯数が減少し、福井市全体の推計値よりも

減少している。 

シナリオ⑥をもとに、流入世帯を高齢者世帯に限定

した場合（シナリオ⑥-1）、子育て世帯に限定した場

合（シナリオ⑥-2）を想定した。ここで世帯流入数は

シナリオ⑥と同じであるが、流入した世帯の構成員が

その後全員死亡し世帯が消失する数がシナリオにより

異なるため、2045年の世帯数に差が生じている。 

以上のように計算した世帯流動シナリオ別に、2045

年時点の年齢別（3区分）の人口とその割合を表 3に

示す。これにより 2019年の A団地の年齢別人口割合（表

3右端）と各シナリオを比較し、どのシナリオが最も

年齢別人口構成割合を維持できるかを考察する。 

各シナリオを比較すると、⑥-2以外は 2019年時点

と比べて高齢化が進むが、①と比較した場合、⑥-1を

除き高齢化が抑制されることが分かる。 

シナリオ⑥-1は、空き室の全戸に対し高齢者世帯の

流入が生じると仮定したものであり、これは A団地内

のみならず周辺地域から高齢者の住み替えを受け入れ、

居住地域の集約化を図り県営住宅を高齢者住宅として

使用した場合を想定している。 

しかしながら、このシナリオでは A団地の高齢化が

進み、かつ人口増加数が少ない。空き室を活用するた

め県営住宅の維持・管理の面では効果的であるが、自

治会の維持困難など様々な問題が生まれることが予想

される。アンケート調査からも、現在の高齢者の生活

における問題点や高齢化対応に対する不安が指摘され

ており注 9、現状のままではシナリオの推進は困難であ

ると考えられる。 

また、シナリオ②～⑥は、高齢化の進行度合いは類

似しているが、世帯数の推移に比例して総人口に差が

生まれる。 

2045年の世帯数及び総人口が現状に最も近いシナリ

オ④と、高齢化を最も抑制するシナリオ⑥-2を、個別

の年代別人口についてさらに詳しく見てみる。 
シナリオ①、④、⑥-2の 3通りについて、年代別人

口のグラフを図 9～11に示す。各グラフは 2019年時点

の年代別人口、シナリオ①による 2045年時点の年代別

人口、各シナリオで世帯流入を行った結果増加した人

口を示している。 

図 9に示すシナリオ①は、60歳以下の人口減少幅が

大きく、コミュニティの維持困難などの高齢化問題の

増幅が懸念される。次に、図 10に示すシナリオ④は各

年代で現在からの人口減少を抑制しているが、80歳以

上の人口が大きく増加しているため、シナリオ①と同

様、高齢化が進む。その一方で、図 11に示すシナリオ

⑥-2は子育て世帯の流入を行っているため、世帯数は

⑥、⑥-1と同程度であるが年齢構成は若年層の割合が

最も高い結果となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3 世帯流動シナリオ別年齢別(3区分)人口推計 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑥-1 ⑥-2
0～14歳(人) 73 92 97 118 109 99 81 138 223
15～64歳(人) 357 429 513 697 608 535 384 816 1094
65歳以上(人) 497 514 625 776 701 626 619 564 774
総人口(人) 931 1,039 1,235 1,591 1,418 1,260 1,083 1,518 2,091
0～14歳 8% 9% 8% 7% 8% 8% 7% 9% 11%
15～64歳 39% 41% 42% 44% 43% 42% 35% 54% 52%
65歳以上 54% 49% 51% 49% 49% 50% 57% 37% 37%

2045年　推計値 2019年
実数値

図 10 シナリオ④の年代別人口推計 
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図 9 シナリオ①の年代別人口推計 
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付表 1 シナリオ別流入世帯の 1世帯当たり人員 

② ⑤ ⑥ ⑥-1 ⑥-2
(人) 持ち家(人) 県住(人) 持ち家(人) 県住(人) (人) (人) (人) (人)

2019→2025 4.05 2.68 2.29 2.68 2.29 2.68 2.29 1.54 3.59
2025→2030 4.05 2.44 2.66 2.44 2.66 2.44 2.66 1.51 3.59
2030→2035 4.05 2.35 2.48 2.35 2.48 2.35 2.48 1.50 3.59
2035→2040 4.05 2.21 2.40 2.21 2.40 2.21 2.40 1.48 3.59
2040→2045 4.05 2.09 2.29 2.09 2.29 2.09 2.29 1.47 3.59

③ ④
(年)

以上より、世帯数を維持するという観点のみからす

れば、空き家・空き室の両方に均等に世帯流入を促す

シナリオ④が最も有効と言える。しかしながら、住宅

団地の持続性を考えた場合、若年層の流入を継続し年

代別人口構成バランスを維持することが重要である。

その観点からは、シナリオ⑥-2のように空き室に子育

て世帯の流入を促すことが求められる。 

 

５．結論 

以上のように、本研究では福井市の A 団地を対象と

して、実態調査に基づく将来人口推計を、空き家・空

き室利用を想定した複数のシナリオに沿って行い、

その結果を比較分析することにより、郊外立地住宅

団地が持続する上で必要な世帯流入について定量的

に検討した。 
実態調査から、A 団地の郊外住宅団地は、供用開始

当初は主に福井市から持ち家を入手したい若年層が多

く入居してきたこと、時間経過とともに独り立ちした

子供世帯が近居をするために一定の転入が生じている

ことが特徴として挙げられる注 10。それを踏まえ、複数

のシナリオによる将来人口推計を行った結果、現在の

空き家・空き室のみならず今後発生するものを含めて

利用すること、さらに県営住宅の空き室に子育て世帯

の流入を促すことが、団地の年代別人口構成を持続さ

せる上で効果的であることが分かった。 

今後は空き家・空き室への世帯流入を促進する具体

的な方法が必要となる。そのためには A 団地内だけな

く広域的な観点から居住誘導先として A 団地を位置づ

け、さらにその中で県営住宅を子育て世帯向けに活用

するための整備が課題となる。 

 

【注】 
注 1 A 団地は、福井県住宅供給公社による土地区画整理事業で

1971年から 1980年にかけて開発された。 

注 2 福井市が提供しているオープンデータのうち、2019 年 12

月のものを利用した。  

注 3 県営住宅の管理戸数、空き住戸数（空き室数）は、福井県

土木部建築住宅課に対する聞き取り調査の結果得られた

2018年のデータを利用した。 

注 4 回答数 250 戸の内訳は、住宅の所有関係別に持ち家が 223

戸、民営の借家 1戸、公営の借家が 25戸、不明が 1戸であ

った。 

注 5 県営住宅の年代別入居者数は福井県土木部建築住宅課に対

する聞き取り調査の結果得られた 2018 年のデータを利用

し、A 団地全体の年代別人口は福井市が提供しているオー

プンデータのうち、2019年 12月のものを利用した。 

注 6 表１中の旧清水町、旧越廼村はともに 2006年に福井市に編

入合併された。 

注 7 A 団地内の総世帯数は 2019 年 12 月の福井市オープンデー

タによると 796 世帯である。A 団地内には一戸建て住宅と

県営住宅のみが存在する。アンケートの結果、一戸建て住

宅のうち民営の借家は 1戸、割合は 0.4%であり、注 3で得

られた県営住宅入居戸数 113 戸をすべて単一家族世帯と仮

定すると 14.2％であるため、持ち家率は約 85.4％である。 

注 8 空き家・空き室への世帯流入を行ったシナリオでは、シナ

リオ別に増加世帯の 1 世帯あたり人員を設定し、これにシ

ナリオ別の世帯流入数を乗じて総人口増加数を求め、2019

年の福井市の年代別人口割合を用いて、年代別総人口増加

数を求めた。これに対し、シナリオ①の基本推計で用いた

生残率、子ども女性比を乗じて死亡者数、出生数を求め、

差し引いたものが正味の年代別人口増加数であり、これが

本論文中においてシナリオ①と比較した年代別人口増加数

である。シナリオ別の増加世帯の 1 世帯当たり人員を付表

1 に示す。②はアンケートで親世帯が A 団地内の他の住宅

に住んでいると回答した 19世帯の、平均の 1世帯当たり人

員を使用した。③～⑥は、福井市のオープンデータと①の

人口推計から得られる、A団地の町丁目ごとの 2019年、2025

年、2030 年、2035 年、2040 年の 1 世帯当たり人員を使用

した。現在の県営住宅人口と、持ち家人口の比を A 団地の

推計人口に乗じて住宅の所有関係別の人口を算出した。世

帯数も同様に算出し、これらの推計値から県営住宅と持ち

家の 1世帯当たり人員の推計値を算出した。⑥-1は将来人

口・世帯予測ツール V2を利用し、福井市全体の高齢者のみ

世帯、高齢者単独世帯の世帯数の推計値を求め、これらの

差から高齢夫婦世帯を算出した。1 世帯当たり人員は高齢

単独世帯が 1、高齢夫婦世帯が 2 として高齢者のみの世帯

の 1 世帯当たり人員を求めた。⑥-2 は平成 27 年度国勢調

査小地域集計第 6 表に記載されている、核家族世帯のうち

夫婦と子供からなる世帯の A団地の人口及び世帯数から、1

世帯当たり人員を算出した。年代別総人口増加数は、⑥-1

は総人口増加数に 2019 年福井市の 60歳以上人口に対する

60歳代以上の各年代の人口の割合を乗じて算出した。⑥-2

は、子育て世帯の世帯構成員は全て 60 歳未満と仮定し、

2019年福井市の 60歳未満の人口に対する 0歳代から 50歳

代の各年代別人口の割合を乗じて算出した。 

 
 

 

 

 

 

 

注 9 アンケートでは高齢者の生活環境における問題点を尋ねた。

その結果、生活環境の問題点は、商業施設が遠く、公共交

通手段が不便であること、団地内の県営住宅が高齢者対応

になっていないことが挙げられた。 

注 10 小林らの研究 4)で A団地の持続性が高いと評価されている

が、その要因として、本論文の実態調査により明らかにな

った近居を目的とした一定の転入が生じている可能性があ

ると考えられる。 
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